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オフィス環境を変える周辺機器の進化

複写機・プリンターなどの事務機器はネッ

トワーク対応が進み、LANなどのネットワ

ークに接続される比率が急速に高まってき

た。また、カラー化も進んでいる。さらに、

複写、プリント、ファックスという機能を統

合した省スペースのデジタル複合機（MFP）

も進化してきている。従来の、複写機、プリ

ンター、ファックスが点在していたオフィス

が、ネットワーク化されたMFPに集約され

たオフィス環境に変わりつつある。

これにより、従来は紙文書で保存していた

書類やファックスをスキャナーで読み取り、

電子文書として保存・共有することが行われ

るようになってきた。また、ドキュメントマ

ネジメント用のソフトウェアを活用して複数

台の個人別のプリントボリュームを測定した

り、保存電子書類を検索・再利用したりする

ことも可能になってきている。

さらに、コンビニエンスストアなどのプリ

ンターを活用したプリントオンデマンド

（POD）サービスや、ワークフローに合わせ

るようなカスタマイズが可能なプログラマブ

ルMFPも登場している。

見落とされがちなオフィス周辺機器のコ
ストを全体最適化する

企業はシステム開発、ソフトウェアの購入、

PCやサーバーの購入と同様に周辺機器も単

品での購入においてはベンダーに厳しい価格

競争を迫っている。しかし、オフィスに点在す

る複写機やプリンターといった周辺機器の全

体最適化については未対応のケースが多い。

実際に、周辺機器の状況を棚卸ししてみる

と、ほとんど使われていないプリンターなど

の周辺機器が散在し、使用頻度の低い高性能

機器がオフィスのスペースを占拠しているケ

ースもある。複写機やプリンターといった周

辺機器はプリントボリュームによってライフ

サイクルのコストが異なるものが多く、価格

の設定方法も、たとえばトナーなどの消耗品

まで含んだ契約になっているものとそうでな

いものなどがある。これに対して、ベンダー

は、プリンター導入時の初期設定から遠隔監

視、無駄な人の動きをなくす最適配置、印刷

業務のシステム改善、出力量集計など、一連

の周辺機器運用の「見えるコスト」「見えな

いコスト」を削減し効率化することによるト

ータルプリンティングコスト削減を提案する

オフィス周辺機器に着目したIT投資効果
の向上

オフィスでのペーパーレス化が進みつつあるなかでも、各種帳票、営業資料、会議資料など

の印刷（プリント）需要は依然として大きい。そのため、複写機など周辺機器の高機能化と低

価格化も進んでいる。情報システムのROI（投資効果）が厳しく評価されるなかで、周辺機器

の利用状況やコストを見直し、業務プロセスの改善につなげていく視点が重要になっている。
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コンサルティングサービスを提供

している。しかし、こうしたサー

ビスを活用し、TCO（システムの

総管理コスト）の削減を図る取り

組みが広く行われているとは言い

がたい。

周辺機器ソリューションを活用
した業務プロセス改革

周辺機器の活用で業務プロセスを変えるこ

とも可能である。コンビニエンスストアでの

プリントオンデマンドや、ユーザー企業内に

ドキュメントセンターを設置し、印刷代行や

顧客に代わって機器管理サービスなどを提供

するドキュメントアウトソーシングといった

ソリューションも提供されている。また、デ

ータセンター機能の提供や高圧縮画像伝送が

可能な技術も提供されている。さらに、プロ

グラマブルMFPは情報セキュリティ維持の

ためプリンティングの時間や内容を制限する

ことが可能である。TCO削減以上に重要な

のは業務プロセスの改革である。自社の業務

プロセス改革に周辺機器をどう活用するかと

いう検討はいくつかの改革案を提供してくれ

るはずである。

あらゆる情報を一元的に管理し、必要なと

きに素早く探し出して活用し、更新された情

報を再び共有するといったドキュメントサイ

クルが出来上がれば業務効率は上がる。たと

えば、モバイルネットワークサービスとの組

み合わせでプリンティングが可能になれば、

営業担当者はかつてのように大量のカタログ

を持つ必要がなくなる。顧客に合ったカスタ

マイズ資料の作成も可能で、営業の効率・効

果を改善する。また、資料印刷のためだけに

帰社するといった必要もなく生産性も上が

る。社外設置の周辺機器を、個人情報や機密

管理の観点からセキュリティを確保した上で

活用できれば、在宅勤務などワークスタイル

も多様化する（図 1参照）。

費用削減に加えてビジネス上の効果をもた

らすIT投資であれば当然ROIは改善する。周

辺機器に着目し、TCOをどう下げるか、ま

た、周辺機器を使って業務プロセスを変えら

れないか。これまでとは違った視点からの検

討が求められている。 ■
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図１　オフィス周辺機器の構成と最適化の視点�
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